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5月30日、建設国保会館6階大会議

室において全建連第33回定期総会を開

催した。

総会は、定数確認の後、青木宏之副

会長の開会の辞で始められ、岡田肇会

長挨拶の後、議長に総会参加者の中か

ら東京都建築組合連合会の篠見更生副

会長（写真）を選出、以後議長に進行

を委ねた。

篠見議長から議事録著名人に山田稔

氏、小川貿氏（共に東京都）を指名し

て議事が開始された。

議事は、関連性から第1号議案の17

年度事業報告から第2号17年度補正予

算（案）、第3号17年度収支決算報告

を大槻誠治常務理事から、第4号議案

17年度監査報告を志村一希監事より一

括提案され、質疑の後承認された。つ

づいて第5号議案18年度事業計画と第

6号18年度収支予算（案）を大槻常務

理事より一括提案され、質疑の後原案

どおり承認された。

第7号議案は今年3月に1名の理事

辞任を受け、役員の補充選任を森大組

織財政委員長から提案され、原案どお

り和歌山県

中小建設業

組合の奥田

寿人民の理

事就任を承

認した。

この後、第8号議案・工務店対策事

業の創設を青木副会長が提案した。

これは、団体連合会の致命的欠陥と

も言える迅速な伝達や情報の相互交換

などをめざし新たなネットワークによ

り結びつけようという特別委員会でま

とめ、前回の第119回理事会に置いて

今総会へ提案を承認されたもの。事業

計画以外に個別の事業を総会提案にす

ると言うことは、特別委員会の同事業

にかける強い意志の表れと言える。同

提案は、原案どおり承認された。

最後に第9号議案で今総会の議決で

定款上の一部の議決を理事会に付託す

る提案を大槻常務理事より提案、原案

どおり承認された。総会は、この後鈴

木由城副会長の閉会の辞で全議事を終

了した。

〈18年度事業計画は、8面参照〉

6月1日、当会も加盟している（社）

住宅生産団体連合会の総会・理事会が

開催され、通常の議案の他、住生活基

本法が成立されることを受け、同法の

基本理念である①国民の住生活の基盤

となる良質な住宅の供給（卦良好な居住

環境の形成③住宅購入者等の利益の擁

護及び増進④低額所得者・高齢者等の

居住の安定確保を住宅関連事業者がど

う理念の確保に努めるため、「倫理憲

章」を制定した。以下、倫理憲章の全

文である。スローガンは「豊かな住生

活を実現するために」

1）社会的責任の遂行

事業活動においては、安全・安心で

快適な住宅と街づくりを通じて、良質

な住宅の社会的ストック形成に努め、

国民の豊かな住生活の実現に寄与でき

るよう、自らの責任と役割を自覚し行

動する。

2）法の遵守と公正・透明な事業活動、

情報の開示

国内外を問わず、あらゆる法令・社

会規範を遵守し、公正・透明で自由な

競争並びに事業を行うとともに、事業

情報を積極的に開示することにより、

広く社会とのコミュニケーションを図

る。また、反社会的な勢力に対しては

断固として対決する。

3）環境への配慮

住宅と街づくりにおいて開発・建設

・居住・維持・廃棄などが環境に与え

る負荷の大きさを認識し、省資源、省

エネルギー、リサイクルの推進、自然

環境や景観の保全、緑化の推進などに、

住宅関連事業に携わる者の責務とし

て、自主的、積極的に取り組む。

4）地域社会への貢献

それぞれ地域の気候、風土や固有の

歴史、文化に配慮した良質な住宅と街

づくりを推進し、地域社会の良好なコ

ミュニティの形成などに貢献する。

5）技能・知識の研鎖と人材の育成

社会の要請にこたえられるよう品質

・性能・デザインなどのハード・ソフ

ト両面にわたって良質な住宅と街づく

りを続けるため、蓄積した技術の次世

代への継承と新しい技術の開発に取り

組み、専門的な技能・知識の向上を図

るための研横と人材の育成に励む。

6）適切な職場・現場環境の確保

事業活動に関係する全ての従事者に

対して、人権、個性などを尊重し、働

きやすい職場環境を確保する。また、

建築現場の安全衛生や周辺に与える環

境などには、十分配慮して、適切な現

場環境を保つ。

7）経営者の責任と自覚

経営トップは、豊かな住生活を実現

することを白らの使命と心得、率先垂

範の上、本憲章の理念の周知徹底を図

る。また、内外の声を把握し、実効あ

る業務遂行体制の整備を行う。

同憲章を策定するにあたり、当会よ

り東京建設産業組合連合会の野口兵一

副会長が参画した。


